
全員参加と徹底した「見える化」
緩衝材の安定供給で顧客を支える

■企業概要

▶企　業　名 株式会社生出（おいづる）
▶業　　　種 製造業
▶本社所在地 東京都西多摩郡瑞穂町
▶設　　　立 1958年1月
▶資　本　金 1000万円
▶従　業　員 58人
▶代　表　者 代表取締役社長　生出 治
▶事 業 内 容  軟質プラスチック発泡製品の製造、包装設計・加工・技術試験などの包装サービス、  

流通加工サービス
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包装資材や緩衝材の製造を手がける株式会社生出

（東京都瑞穂町）は、2009 年に世界的に大流行した

新型インフルエンザパンデミックをきっかけに BCPの

策定に着手。中小企業ながら事業継続マネジメント

システム（BCMS）の国際規格を認証取得し、自社が

被災した場合や、社員の一部が出勤できなくなった

場合でも顧客企業に製品を供給できる体制を整えて

いる。 

 

顧客企業の製品出荷を支える 

 同社は、総合化学メーカーの旭化成工業株式会

社の指定加工工場にもなっている。旭化成から発

泡体（樹脂）を調達して包装資材や緩衝材に加工

し、顧客企業に納品している。顧客企業は、自動車

部品の製造会社や電気エレクトロ二クス、医療機

器、通信機器、計測機器メーカーなど 300 社以上

に及ぶ。顧客企業の扱う製品 1 つ 1 つの特性に応

じた設計・デザインをしているため、製造する包

装資材・緩衝材は相当な数にのぼる。大きなもの

では自動車のドアなど外板部品を海外輸送する際

に傷つかないようしっかりと固定するためのもの、

コンピューターや OA 機器など高付加価値の商品

を輸送中の振動や衝撃から守るためのもの、特殊

な医薬品を運ぶ際に使うものなど、用途も多岐に

わたる。 

 

2009年のパンデミックがきっかけ 

 BCP に取り組むきっかけになったのが 2009 年

に世界的に大流行した新型インフルエンザパンデ

ミックだ。「仮に自社の社員の多くが感染して出勤

できなくなってしまったら会社の業務が止まって

しまう。長期間、製品が供給できないとお客様に

多大な影響が出てしまうため対策が必要と考えた」

と同社社長の生出治氏は当時を振り返る。 

 それ以前にも、事業継続が危ぶまれる事態に陥

ったことはあった。昭和 60 年には会社が全焼する

火災があり、その時は関東地区の同業者が中心と

なり支援をしてくれたことで１週間足らずで 8 割

の製品が供給できるようになったという。こうし

た過去の経験も BCP への取り組みを後押しした。 

 

人工透析液を製造する顧客企業からの要請 

 それでも、新型インフルエンザの流行は、結果

的に短期間で収束したため、その時点で BCP を策

定するには至らなかった。が、収束直後に、人工透

析液を製造している得意先の製薬会社からパンデ

ミックや災害時における事業継続体制の構築につ

いて要請があり、いよいよ本腰を入れて BCPに取

り組むことを決意した。 

「人工透析液は、重い病気を患っている患者さ

ん向けの医薬品なので、製薬会社としては一時た

りとも欠品をすることはできない。万が一うちが

被災しても、とにかく短時間で事業を再開できる

ような体制をとらなくてはいけないという切迫感

が伝わってきた」と生出氏は説明する。 

 

立川断層を想定、代替生産体制まで確立 

ちょうど同じ時期、東京都の 2010 年度 BCP 策

定支援事業の募集があり、同事業に参加して BCP

を構築。 

BCP 策定の目的には、①安心して働ける職場を

つくる、②安心して取引してもらえる会社をつく

る、③継続的改革が進む組織風土をつくる―の３

つを掲げた。 

☞【徹底解剖１：BCPと BCM活動】 

きっかけはパンデミックだったが、地震、火災、

洪水など想定されるリスクを総合的に分析。立川

断層という活断層が会社の近くを通っていること

同社が製造する梱包資材・緩衝材 ☞は巻末に解説 
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から、まずは地震による被災シナリオを想定して

BCP を策定。施設内の危険箇所の把握、商品や資

機材の転倒・落下防止、サーバー・OA機器の固定、

ガラス類の飛散防止、備蓄など基本となる防災対

策を徹底するとともに、自社が被災した場合でも

代替生産ができる事業継続体制を整えた。 

☞【徹底解剖２：対象とするリスク】 

☞【徹底解剖３：危険箇所の見える化】 

☞【徹底解剖４：備蓄体制】 

主要な原材料の仕入れ先については、直接会社

を訪問して BCP の取り組み状況に関するアンケ

ート調査に協力してもらっている。「防災計画を策

定しているか」「災害が起きた時に従業員と連絡が

取り合える体制になっているか」など 20 項目をヒ

アリングし、リスクを把握するとともに、必要な

対策の呼びかけや可能な支援なども行っていると

いう。 

「我々ができないことに対し、逆に支援をいた

だくこともある。防災や BCP だけでなく、いろん

な業務改善に関する情報交換も進み、さまざまな

経営課題の解決にもつながっている」と生出氏は

平時にもメリットがあることを強調する。 

同時に、納品先で取引量が多い顧客や、社会的

な影響が大きい顧客には、仮に自社が被災しても、

優先的に製品の供給ができるよう、各業務に関わ

るスタッフ、設備、システム、取引先など経営資源

をすべて洗い出し、必要な対策を講じている。 

☞【徹底解剖 5：BCM取組状況チェックシート】 

さらに、自社を含む同業者 5 社間で「相互委託

加工契約」を締結。緩衝材製品を作るには、原材料

となる板状のポリエチレンフォームに「抜型」を

あて、油圧プレス機で切り抜く必要があるため、

その「抜型」や材質などの生産情報を、契約に基づ

き日頃から共有するとともに、有事においても他

社で自社製品が作れるよう、製品の品質テストま

で行っている。 

☞【徹底解剖 6：相互委託加工契約書】 

 

ISO9001や 14001 と BCMSを統合運用 

2012 年 6 月には、継続的なマネジメントサイク

ルとして BCPを継続的に改善していくために、英

国で開発された事業継続マネジメントシステム

（BCMS）BS25999 を認証取得。2013 年には、国

際規格である ISO22301 が開発されたことから同

規格に移行。さらに、同社では品質マネジメント

システム ISO9001 や環境マネジメントシステム

ISO14001も既に運用していたことから、これらの

マネジメントシステムとBCMSを統合して一体的

に運用している。これにより、文書管理やマネジ

メントレビュー、外部審査などが効率的に行える

ようになったという。各マネジメントシステムの

共通の目標は「継続的改革が進む組織風土」だ。 

 

社員の意識向上 

 BCP の実効性を高めるために社員一人ひとり

の意識改革にも力を入れる。緊急時の対応ルール

社内での備蓄。従業員３日分の水、食料、救助用具、発電

機など。社内に入れなくなることも想定し、社内と、隣接

する母屋に分散して備蓄している 
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などを社員の生活レベルにまで落とし込むため、

BCP ポケットマニュアルや大地震初期対応カー

ドを全従業員に配布するとともに、社長や役員が

中心となり、繰り返し朝礼で緊急対応ルールを読

み上げた。また、訓練などにより明らかになった

課題や改善点は、その都度、壁に貼り出すなど徹

底して可視化したことで社員の意識は次第に向上

し、さらに、避難誘導係、情報収集係など社員一人

ひとりに役割を持たせたことで、責任意識も芽生

えていったという。年 2 回ほど行っている総合避

難訓練には、ほぼ全社員が参加し、緊急地震速報

が鳴ってからの避難誘導と避難行動、消火対応、

救急救命など災害時の流れを確認。このほか、復

旧や代替生産がマニュアル通りにできるか、ITに

ついても、サーバーの被災を想定し、バックアッ

プしたデータを別サーバーに移して立ち上げてみ

るなど、年間スケジュールを決め、さまざまな訓

練を実施している。訓練後は、できたこと、できな

かったことを話し合い、マニュアルや手順書を改

善することを習慣づけている。「実際に訓練してみ

ると手順書通りに動けないことがたくさん出てく

るので、気付いたことを反省会で出し合いながら

改善をしている」と ISO 管理責任者品質保証グル

ープ課長の西島文則氏は説明する。「トップが本気

度を示し続けなければ社員は変わらない。最初の

うちは、中途半端な取り組みで終わるのではない

かと思われたかもしれないが、社員の安全が一番

大事だと言い続けたことで本気度が伝わっている

のだろう」と生出氏は語気を強める。 

☞【徹底解剖 7：BCPポケットマニュアル・大地震

初期対応カード】 

☞【徹底解剖 8：初動対応マニュアル】 

☞【徹底解剖 9 ：年間訓練スケジュール】 

☞【徹底解剖 10：社員の意識を変える見える化】 

 

経営戦略になる 

 「BCPは経営戦略としても当然、多いに役立っ

ている」と生出氏は胸を張る。社外面での効果と

しては、販売先からの信頼が大幅に高まったこと

を挙げる。かつて顧客企業が二重購買体制を模索

していたことがあったが、仮に被災しても代替生

産により製品を確実に送り届けるという同社の

BCMへの取り組みを知り、一社購買を続けてもら

ったそうだ。 

社内面では、コミュニケーションが活発になり、

団結力が高まったことを第一のメリットに挙げる。

「社長や上司と安全・防災というテーマで話す機

会が増えたことで、社内の風通しがよくなってい

ったのではないか」と西島氏は見る。また、防災や

BCMに限らず、あらゆる業務で改善提案も増えて

きたという。 

社員の誰が休んでも即座に交代可能な要員が把

握できるように整備した「スキルシート」は、地震

やパンデミックなど緊急時のリスク対策としてだ

けではなく、社員を計画的に育成する経営戦略面

でも大いに役立っているという。 

 今後は、対象とするリスクの幅を広げるととも

に、BCP活動をこれまで以上に企業の成長戦略に

結びつけられるように発展させていきたいと生出

氏は今後の展望を語る。 

「BCPが経営の役に立つんだということを、ま

ずは我々経営陣がしっかり認識して、社員に伝え

ていくことが大切。そのことが社員に浸透してい

けばいくほど多くの成長が期待できる」（生出氏）。 

☞【徹底解剖 11：社員スキルシート】 

BCP を推進する中心メンバー。左が代表取締役社長の生出治

氏。そのほか、ISO 管理責任者、パッケージ事業部の責任者ら

が BCP担当として任命されている 



Bu s i n e s s  C o n t i n u i t y  P l a n
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【徹底解剖１：BCP と BCM活動】 

 

■BCPの構成と BCMS活動 

同社の BCP は、経営戦略と連動しながら、継続的に改善していくため、①基本方針、②統合経営戦略（成

長戦略と生き残り戦略）、③重要業務と目標復旧時間、④リスク評価、⑤非常時の体制と機能、⑥演習、

⑦点検・見直し、⑧発展的改善―で構成する。このうち、②統合経営戦略とは、災害後の復旧フェーズに

焦点をあてた「生き残り戦略」と、より長期的な視点に立った経営目標を実現するための「成長戦略」の

2 つの概念をつなげるためのもの。これらを、ISO22301 の事業継続マネジメントシステム（BCMS）の

プロセスに則って運用している。 

 

■BCMSの目的：「当社はいかなる状況に見舞われても、絞り込んだ重要業務※を目標復旧時間内に継続・

復旧し組織事業を発展存続させる」（※重要業務＝会社の主要事業を支える上で不可欠な業務） 

 

■BCMSプロセスと活動内容 

 プロセス 活動内容 プロセスポイント 

１ BCP 基本

方針策定 

 BCP 策定の基本的な考え方の解説 

 災害シミュレーションの実施 

 BCP 策定の目的の確認とステークホルダーの

分析 

 事業影響度分析 

 リスク分析 

 BCP 策定の目的 

 対象とする事業 

 事業の最大許容停止時間 

 事業の目標復旧時間 

 事業の目標復旧レベル 

 想定する災害 

 被災シナリオ 

２ 重要業務特

定 

 業務プロセスチャートの整理 

 業務影響度分析（BIA） 

 初動対応計画の検討 

 重要業務 

 業務の目標復旧時間 

３ 事業継続対

策の決定 

 初動対応計画文書の確認 

 事業継続対策の検討、決定 

 事業継続計画（BCP）文書の検討 

 目標達成の阻害要因 

 目標達成方法（予防・軽減

策、事業継続対策） 

４ BCP 文書

の作成、演

習計画 

 BCP 文書の確認 

 携帯用 BCP 文書の作成方針の決定 

 演習計画の作成 

 BCP（事業継続計画） 

 BCP ポケットマニュアル 

 演習計画の作成 

５ 演習と改善  演習の実施と結果の報告 

 年間運用計画の作成（BCP の導入と実装化） 

 演習結果と課題 

 年間運用計画 

６ 見直し  日頃の顧客管理、在庫管理、仕入先管理の結果に大幅に変更があった場合、商

品・サービスの変更・追加、生産ラインの組み換え、人事異動などがあった場合

は、見直しを行う必要があるか検討し、その必要があれば、即座にその変更を

BCP に反映する 

 毎年１回以上、事前対策の進捗状況や問題点をチェックし、必要に応じて BCP

を見直す 
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■重要業務の BIA（例：同社資料をもとにイメージとして作成） 

 
 

 

 

■中核事業と優先供給先 

中核事業は、緩衝材製品の設計と、原材料の加工、梱包、出荷の工程からなるパッケージング事業。優先

供給先は、売上と社会的な影響の両面から分析して決めている。半年に 1 回、直近の受注状況を洗い出

しデータベース化。取引量が多い顧客や、医薬メーカーなど供給を止めると社会的に大きな影響が出る顧

客については、同社が被災しても、代替生産などにより優先的に製品を納品できるようにしている。ま

た、こうした製品の原材料であるポリエチレンフォームについては、数日分を平時から備蓄している。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12時間 24時間 72時間 1週間

●●データ 顧客の被害状況の確認遅れ 中 中 大 大 48H 中 24H 70%

▲▲データ 顧客との連絡不通 中 中 大 大 48H 中 24H 70%

●●図面 設計遅れ 中 中 大 大 48H 中 48H 100%

■■図面 見積もり遅れ 中 中 大 大 48H 中 48H 70%

■■サンプル 見積もり遅れ 中 中 大 大 7日 中 48H 100%

生産設備 中 中 大 大 72H 高 48H 70%

材料 中 中 大 大 48H 中 36H 70%

仕掛在庫 中 中 大 大 48H 中 24H 70%

●型 中 中 大 大 48H 中 36H 70%

完成品在庫 出荷不可 中 中 大 大 48H 中 24H 70%

物流 配送不可 中 中 大 大 48H 高 24H 70%

生産管理 外注 出荷遅れ 中 中 大 大 48H 中 24H 70%

建物 生産不可 大 大 大 大 48H 高 24H 70%

基幹サーバ 受発注管理不可 中 中 大 大 48H 高 24H 100%

ファイルサーバ 情報管理不可 中 中 大 大 48H 中 24H 100%

人的資源 業務全般遅れ 大 大 大 大 48H 高 36H 70%

PC 情報管理不可 中 中 大 大 48H 高 24H 70%

会計システム 支払い／請求の遅れ 小 小 小 中 48H 中 24H 100%

給与システム 給与支払い遅れ 小 小 小 中 48H 中 24H 100%

目標復旧

レベル

総務

経理

納期遅れ・製造不可

目標復旧

時間

営業

設計

製造

物流出荷

時間の経過と影響の範囲 最大許容

停止時間
業務名 業務に必要なリソース 中断リスク

優先度
（小・中・大・

高）
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■成長戦略と生き残り戦略（例：同社資料をもとにイメージとして作成） 

災害対策としてのみ BCPを進めるのではなく、会社の成長戦略にもつなげられるよう、成長戦略と災害

後の生き残り戦略を整理して、必要な対策をまとめている。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.施設・設備 2.ヒト 3.資金／利益 4.信用

生産管理 効率的な生産計画
現地復旧

代替生産

代替支援

シフト性
縮小

危機広報

業務改善

新商品
販路拡大

増産体制構築

現地復旧

アウトソーシング
〃 縮小 一時停止

●●● 〃
現地復旧

代替生産
〃 人員シフト

危機広報

業務改善

▲▲▲ コストダウン 〃 〃 縮小 〃

■■■ アウトソーシング サプライヤー代替 〃 同等品OEM 〃

副資材 〃 サプライヤー代替 〃 〃 〃

外注加工 〃 現地復旧
支援

シフト性
人員、調達 〃

検査 効率化 代替先
代理

シフト性

縮小

簡素化
〃

出荷 効率化 代替先 〃 〃 〃

物流 効率化 アウトソーシング アウトソーシング アウトソーシング
危機広報

アウトソーシング

製造
メンテナンスコスト改善

効率化
現地復旧

代理

シフト性
優先順位に基づき復旧

危機広報

外注加工

総務・人事 経費の見直し 現地復旧 現地復旧 現地復旧
危機広報

業務改善

経理 〃 〃 〃 〃 〃

情報システム メンテナンスコスト改善
現地復旧

アウトソーシング

現地復旧

アウトソーシング

現地復旧

アウトソーシング

危機広報

アウトソーシング

購買 二社購買化 代替調達 〃 コスト、同等品調達
危機広報

業務改善

事

務

生き残り戦略
成長戦略機能・事業・業務

製

造

・

加

工
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■事業継続対策シート 

事業に関わる経営資源（人、施設、設備、装置、プログラム、データ、製品・部材・材料、仕入先、外部

サービスなど）をすべて洗い出し、◇通常業務で使用するもの、◇責任部門、◇被災シナリオから想定す

る被災状況、◇復旧目標を満たす最低必要資源、◇重要業務、◇予防・軽減策、◇事業継続対策、◇事業

継続対策の実施期間－をまとめている。これにより、平時から特に重要な経営資源が明確になるほか、万

が一、災害で経営資源が被災した際に、どの業務にどのような影響が出るのかが把握しやすくなる。 
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【徹底解剖２：対象とするリスク】 

 

BCP の策定にあたっては、同社を取り巻くリスクをさまざまな角度から洗い出した上で、それらのリス

クが顕在化した場合の被害と現状の予防対策、危機対応を整理。最も発生確率が高く、経営への影響度が

大きいリスクを BCP 対象リスクとして選定している。同社では、まず対象リスクを地震に絞って BCP

対策を進めているが、クロストレーニング（多能工化）など、結果として、他のリスクが顕在化した場合

に有効な対策も多い。 

 

脅威 被害・損失・障害 予防対策 危機対応 

地震 

 人的被害 

 施設・設備被害 

 ライフライン停止 

耐震化 

設備の固定 

 施設・設備の予防軽減策 

 代替生産 

 BCMS教育、対応 

自然災害（豪雨） 〃 浸水防止策 

 施設・設備の予防軽減策 

 代替生産 

 要員出社可否対応 

火災 〃 防火対策 

 毎日の保安点検で予防 

 代替生産 

 要員の安全対策 

停電  ライフライン停止 非常発電機 

 発電機稼働 

 無停電電源装置の設置

（サーバー） 

感染症 

 社員家族の集団罹

患 

 特定業務者の罹患 

クロストレーニング 

各サービスの提供に必要な技能要

件と要員数、および要員の保有技

能についての対比表を作成。要員

のクロストレーニング実施、主要

要員が流出した場合でも一定レベ

ルのサービス提供が継続できるよ

うに影響を限定 

システム障害 

 受発注、出荷の停

止 

 生産できない 

バックアップ 
回線の冗長化により、障害に

よる影響を受ける時間を短縮 

原材料入手困難 
 生産できない 

 供給できない 

二社購買化 

代替調達 

 代替材料調達 

 代替先購入 

設備事故 〃 
代替協定 

代替生産 

 代替生産 

 代替調達 

仕入先の被災・被害

および経営破綻 
 生産できない 

与信管理の徹底 

情報収集 
 代替調達 

主要顧客の被災・被

害および経営破綻 
 売上低下 

〃 

取引先見直し 

 資金・利益の見直し 

 与信管理強化 
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【徹底解剖３：危険箇所の見える化】 

 

会社の中のどこが危険箇所かを目視でチェックし、危険と思われる場所は撮影し配置図の中に貼り出し

ている。改善ができたら、どう対策したか、その後の写真も貼り、前後でどう改善できたかを可視化して

いる。転倒防止策などはもちろん、2 階から荷物を降ろす部分についてはパトライトをつけるような対策

も行った。定期的に実施することで、社員の危機意識が高まり、これまで大丈夫だと思っていたところ

が、新たに危険箇所として指摘されることも多いという。 

 

 
 

   

 

 

 

 

■サーバー対策 

サーバーについては、転倒防止するだけでなく、毎日データを社長、役員が交代で持ち帰り、耐火金庫で

保管しているという徹底ぶり。サーバーが被災した事態も想定し、別サーバーでデータを復旧させる訓練

も実施している。 
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【徹底解剖 4：備蓄体制】 

 

■命を守る備蓄と事業を継続するための備蓄 

備蓄については、水・食料や非常用発電機、その他生活に必要な防災グッズを備蓄しているほか、対策本

部の立ち上げに必要な用品（写真）をひとまとめにして、常時から備えている。この中には、被害状況の

調査表も入っており、この表にもとづき、被害状況が確認できるようになっている。パソコン、ライト、

マジック、付箋、延長コードなども入っている。 

 

 

 

 
 

■車両備蓄 

各営業車両の中にも、水、簡易トイレなどを備蓄している。 
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【徹底解剖 5：チェックシート】 

 

原材料の調達元など主要な取引先に対しては、災害に対するリスクや BCPの取り組み状況を把握するた

めアンケート調査を実施している。一方的に対策を求めるだけでなく、可能な支援を行ったり、自社でで

きないことについては支援してもらうこともあるという。取引先のリスクを把握した上で、原材料の備蓄

や在庫備蓄も行っている。 
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  BCP徹底解剖 VOL.1 

 

15 

 

【徹底解剖 6：相互委託加工契約書】 

 

自社が被災することも想定し、代替生産してもらえる同業他社とのネットワークづくりにも取り組んで

いる。自社での生産活動が長期停止した場合は、提携先の工場に生産作業を切り替え、優先的に供給しな

ければならない一部製品に限定して再開する計画。主力製品群ごとにネットワークを構築し、関東圏内の

同業４社との連携に加え、東日本、西日本にそれぞれ１社ずつ代替生産のネットワークを構築しており、

基本的には全国を網羅的にカバーしている。災害時には、製品の心臓部とも言える設計データや納品先を

同業者と共有することになるため、あらかじめ、目的や委託加工の範囲、品質の保証、秘密保持などにつ

いて覚書を交わしている。 
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■相互委託加工契約書の内容（ポイントのみ抜粋） 

株式会社●●、●●、●●、●●、●●（以下、五者あわせて「当事者」という）は、当事者メンバーの

いずれかが風水害・震災・火災等の災害により罹災し、復旧に長期間を要する事態に陥った場合、その期

間に限り、取引先に対する加工品の供給をストップさせず加工品供給責任を全うするため、相互支援体制

を構築するに当たり、以下のとおり相互委託加工契約を締結するものとし、その趣旨に賛同する株式会社

●●、および株式会社●●は以下の通り、当事者に協力、または支援を行うものとする。 

 

第１条（目的） 

当事者メンバーのいずれかが罹災した場合に、取引先への供給を継続するため、その他の当事者メンバー

に対し加工業務を委託し、委託されたメンバーが受託することにより相互に支援し協力し合う。 

 

第 2条（委託加工の範囲） 

委託加工の範囲は、●●製品、あるいは●●を原材料とする加工品において、取引先に完成・納品するた

めに必要な加工業務。 

 

第 3条（個別契約） 

本契約に基づいて業務を要請する場合は、別途個別に契約を締結する。 

 

第４条（品質保証） 

品質保証体制の確立・維持に努め、個別契約で要求された使用に合致する物品を加工生産する。 

 

第５条（個人情報保護） 

他の当事者およびその取引先の個人情報を厳重に管理し、外部に漏洩させてはならない。 

 

第 6条（秘密保持） 

取引先の技術上・経営上の一切の秘密を第三者に漏洩・開示してはならない。 

 

第 7条（契約解除） 

本契約あるいは個別契約の条項に違反したとき、銀行取引停止処分を受けたとき、など。 

 

第 8条（有効期間） 

満 3年間とする。 

 

第 9条（協議） 

本契約に定めのない事項、解釈に関して疑義が生じた場合、協議の上決定する。 

 

第 10 条（合意管轄） 

本契約に関して紛争が生じた場合、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 
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【徹底解剖 7：BCPポケットマニュアル・大地震初期対応カード】 

 

社員には、災害発生時の会社の初動・復旧対応班の各役割をまとめた BCPポケットマニュアルと、地震

発生時における一人ひとりが取るべき基本行動をわかりやすうまとめた「大地震初期対応カード」をセッ

トで配布している。 

 

■BCPポケットマニュアルに書かれている班体制 

初動対応班の役割 

【安否確認係】 安否確認手順書、安否確認チェックシートで安否確認をする 

【避難誘導係】 揺れの状況が収まるまで待つ／避難経路の安全確認と確保／各避難誘導

マップに従い屋外に誘導する／他部署に行った人はその部署の指示に従

う 

≪二次避難／安否確認≫駐車場に避難…表と裏の駐車場に分かれて避難

して無線機で状況を連絡する／安否、点呼、口頭で確認→上司報告 

【二次災害防止係】 避難前に電気遮断（電源板、ブレーカー、コンセント）元栓を閉める 

【救護・救援・搬送係】 負傷者に対する応急措置／救急隊との連絡情報の提供→通報係に連絡／

負傷者の氏名、負傷の程度の記録と搬送（車で病院まで） 

【通報係】 ≪119 番通報≫火災、負傷者の状態を連絡する／到着したら消防隊員へ情

報提供 

【初期消火係】 火災状況を通報係に連絡する／水バケツ、消火器を使用し初期消火（※天

井に燃え移ったら初期消火は中止して避難）／延焼した場合は消防ポンプ

を活用し消火する／避難場所から消防ポンプ保管庫まで行く 

【非常品持ち出し係】 各置場設置品の BCP ファイル、バックアップデータの持ち出し 

 

 

復旧活動班の役割 

【設備・施設・在庫品被害調査係】 ●建物・製造機械・在庫製品・ライフライン 

チェックシートを使用し、建物・施設内の物的被害・危険箇所、

電気・水道・電話回線の切断状況の確認。 

●ライフライン 

建物・機械の修繕依頼先に修理依頼→修理日を対策本部へ 
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【災害時の最新情報収集と連絡係】 ●ライフライン 

ラジオ、テレビ、スマホで公共交通機関・道路状況の最新災害

状況把握 

●公共交通機関 

ライフラインの修理依頼と復旧予定を本部に連絡 

●情報ネットワーク 

マップで物理的破損状況を確認、動作確認、サーバーのリスト

ア（メーカー対応の状況確認）→本部に連絡 

【資機材発注係】 ●資材全般 

汚損、焼失確認の連絡を受け、紙ベースでの発注および入荷日

の確認 

【資機材配送係】 ●資材・配送 

携帯で配送委託会社運転手の安否とトラック損傷情報の確認。

運転手については配送委託会社への連絡により指示を受ける。

輸送手段が足りない場合は仕入先業者リストより手配 

【ステークホルダー連絡係】 ●得意先・仕入先の被災状況調査対応 

仕入先被災状況確認、部材 L／T 確認 

得意先に受注残の発送日連絡と当社被害と対応を連絡 

当社被害の割合、提携先に応援要請 

【地域貢献係】 ●近隣の支援状況の確認 

近隣地域の組長に連絡し、要望にできる限り応える。緊急時対

策のため施設や機材を可能な限り地域住民に開放する 

 

 

社員の安否確認 

社員の安否確認、緊急連絡は、安否確認システムは使わず、携帯や PCのメールをグループ化して、担当

者が会社や個人の携帯から安否メールを送って、返信してもらう形をとっている。定期的な訓練により、

ほぼ全員、使えるようになったという。 
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■大地震初動対応カード 
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【徹底解剖 8：初動対応マニュアル】 

 

災害時に現場に責任者がいなくても、社員一人ひとりが正しく行動できるよう、発災直後からの一連の対

応をフロー図にして貼り出している。地震発生時の場合、まず安全を確保した上で、周囲の状況確認をし

て社内にとどまれるかどうかを判断。とどまれない場合は、外の一時避難場所（駐車場）へ避難。消火が

必要なら初期消火にあたるとともに消防要請をして、その後に対策本部を設置する流れになる。ちなみ

に、本社が被災して使えない場合は、隣の母屋が第 2 対策本部となり、そこも駄目な場合は、社長宅が第

3 対策本部となる。業務停止が長期化すると予想された時点、あるいは事業の目標復旧時間内の復旧が困

難と判断した時点で BCPを発動。同時に被害状況を調査し対応方針を決定。被災した取引先企業への支

援、地域貢献なども行う。 

 

■初動から対策本部設置までの流れ（左）と対策本部の立ち上げて手順（右） 

 
 

■取引先などの連絡先 

緊急時にすぐに取引先の連絡先がわかるよう、壁に貼り出されている 

 

 

 

 

 

 



  BCP徹底解剖 VOL.1 

 

21 

 

■災害発生から復旧までの全体の流れ 

 
 

■災害対応の時間経過目安 

平日昼に発災した場合と、休日・夜間に発災した場合の災害対応の時間経過目安を貼り出している。訓練

でも対応がスムーズかどうかを判断する上で役立っているという。 
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【徹底解剖 9：年間訓練スケジュール】 

 

訓練は、年間を通じてスケジュールを決めて実施。訓練の結果、できたこと、できないことを整理し文書

として記録に残している。 
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■訓練の検証結果  

気付いた点、改善すべき点などが簡潔にまとめられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【徹底解剖 10：社員の意識を変える見える化】 

 

すべて可視化するのが生出流だ。これが社員一人ひとりの意識を変え、全員参加を実現させているポイン

トとも言えるだろう。 

 

■事業継続マネジメント活動の掲示版 
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■従業員の帰宅経路図  

距離やルート、危険箇所などが分かりやすく示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■社員一人ひとりの役割も見える化 
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【徹底解剖 11：社員スキルシート】 

社員の誰が休んでも即座に交代可能な要員が把握できるように全社員のスキルマップを作成。誰がどん

なことをできるのか、どのくらいのスキルがあるかを毎年見直しながら、計画的なスキルアップにもつな

げている。 
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か
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
社

員
一
人
ひ
と
り
が
自
分
の
部
署
の
仕
事
に
加
え
、
他
に
ど
ん
な
作
業
が
で
き
る
か
が

一
目
で
わ
か
る
。
◎
は
指
導
で
き
る
レ
ベ
ル
、
〇
は
自
分
で
十
分
で
き
る
レ
ベ
ル
、

△
は
不
十
分
だ
が
一
人
で
で
き
る
レ
ベ
ル
（
指
導
を
受
け
れ
ば
で
き
る
）
、×

は
で

き
な
い
。 
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【取材からの考察】 

同社の会議室や作業場には、いたる所に貼紙がある。手順書、品質記録、改善状況…、BCP

に限らず、あらゆる作業について改善活動が企業風土として根付いていることが伝わってく

る。社長自らが言っているように「トップが本気度を示し続けなければ社員は変わらない」。

その社長の本気度を、まずは BCP の中心メンバーに任命された責任者がしっかり受け止め、

社員に繰り返し伝えているのだろう。 

社員一人ひとりの役割と責任が明確になっているのも生出の BCP の特長だ。ほぼ全社員が

何らかの災害対策要員に任命されている。社員数わずか 58 人にも関わらず、初動対応班だ

けでも、安否確認係、二次災害防止係、救護・救援・搬送係、通報係、初期消火係、非常品

持ち出し係と 7 つの係が設けられ、復旧活動班でさらに 6 つの係が設置されている。おそら

く、全員に役割を与えることにより、全員に当事者意識を持たせるねらいがあるのだろう。 

年間の目標とスケジュールに基づき BCM 活動ができているということは、他のマネジメン

トサイクルもしっかりと機能している証拠だ。ISO9000 や 14000 との統合運用の効果は、

単にトップレビューや外部審査の手間を減らすだけでなく、1 つの取り組みを 2 倍にも 3 倍

にも高める効果があるという。例えば、品質事故を起こさないようにする対策は、当然、BCM

においては代替生産の際に有効に機能するはずだし、無駄が削減されることで環境面での効

果も期待できる。同様に、様々な角度から社内環境を見直すことで、場当たり的な部分対策

ではなく、全体最適された統合的な対策が可能になる。 

一方で、少し気になったのが、相互委託協定など社外との関係の維持だ。同業者との関係維

持は代替生産の肝になる重要なものだが、自社だけで BCM を維持していくよりは当然、ハ

ードルが高くなる。どうやって仲間業者をマネジメントサイクルに巻き込むのか、今後のさ

らなる展開を注目したい。 

【このレポートの活用について】 

BCP は他社の真似事をしても意味がないし、機能するはずもない。しかし、BCP の取り組

みを、パーツごとに解剖してみると、参考にできるものはたくさんある。例えば、同社の発

災直後からの対応手順書は、フロー図で書かれているためとても分かりやすい。こうした取

り組みは、どの企業でもすぐにでも、取り入れられるはずだ。対策本部を設置するまでに、

一人ひとりが何を基準にどう行動するのか。簡単なことでも書き出しておけば意識は高まる

し、それが改善の第一歩となる。 

今回 11 項目にもおよぶ詳細な取り組みを紹介させてもらったが、是非、自社の環境に併せ

てアレンジし、BCP の向上に役立ててほしい。 

 

                       新建新聞社 危機管理メディア事業部 

                       BCP 研究室長 中澤幸介 


